
○　この普通徴収切替理由書は、当面、普通徴収を認める基準（普Ａ～普Ｆ）を示すものです。

○　当面、普通徴収を認める基準に該当し、かつ、普通徴収を希望する方がいる場合は、該当する理由
　　の右側「人数」欄に、人数を記入し、給与支払報告書と併せて提出してください。提出時の綴り方は、
　　下図をご参照ください。

　　普Ａ～普Ｆの６項目以外の切替理由は認められません。

○　普Ｂは、主たる給与から合算されて特別徴収となる乙欄該当者などが対象となります。

○　eLTAX等の電子媒体で給与支払報告書を提出する場合は、該当する方の「普通徴収」欄に必ずチェッ
　　クを入力してください。また、摘要欄に該当する普通徴収切替理由の符号（普Ｂ、普Ｃなど）を記入
　　願います。（※普通徴収切替理由書の添付は不要です。）

給与が少なく税額が引けない（年間の給与支給額が９３万円以下）

総従業員数が２人以下
（下記「普Ｂ」～「普Ｆ」に該当する全ての（他市区町村分を含む）従業員数を差し引いた人数）
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他の事業所で特別徴収（乙欄該当者など）

給与の支払が不定期（給与の支払が毎月でない）

事業専従者（個人事業主のみ対象）

休職者、退職者又は退職予定者（５月末日まで）

符　号

普Ｂ

普Ａ

普Ｃ

普Ｄ

普Ｅ

令和６年度（５年分）普通徴収切替理由書  兼  仕切書

JK９１００
令和６年度（５年分）給与支払報告書の提出について

事務処理の都合上、お早めにご提出をお願いします。

上記内容が貴社の通知送付先となっております。

笠間市長  宛

※普通徴収とする場合、普通徴収切替理由書の提出が必要です。
提出がない場合又は該当する理由のない場合は、特別徴収となり
ます。

人
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ます。つきましては、総括表を送付いたしますので、下記事項にご配意のうえ、

※例年、提出期限直前に提出が大変集中しております。　ご多忙中とは存じますが、

　 　 記

提出くださいますようお願いいたします。

１　給与支払報告書の氏名・フリガナ欄と、受給者生年月日欄は、必ず住民登

２　会計事務所等を経由して提出される事業所は、下記総括表及び普通徴収切
　　替理由書兼仕切書を会計事務所等にお届けください。
３　下記総括表に記載されている宛名等に誤りがある場合は、赤色で訂正をお

４　追加報告のときは追加を、訂正の場合は訂正をそれぞれ○で囲んでください。
　　願いいたします。

あげます。
　平素、特別徴収事務につきましては、格別のご協力をいただき厚くお礼申し

指　定　番　号

御中

茨城県笠間市

令和６年１月３１日までにご提出ください。
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　なお、貴社製の総括表をご使用の場合は、指定番号を忘れずに記載してくだ

にご協力いただきますようお願いいたします。　給与支払報告書の早期提出

をご記入ください。　　録されている正確な氏名・フリガナと生年月日

となっており　さて、給与支払報告書の提出は、令和６年１月３１日が提出期限

さい。その際は、下記総括表を未記入のまま、同封の上ご返送ください。

TKC自治体　茨城県笠間市　住民税 総括表（JK9100）　K06375　自治体　小島　2023/09/07　近藤

23/10/02　15:00

（問い合わせ先及び給与支払報告書の提出先）

茨城県笠間市中央三丁目２番１号
TEL ０２９６－７７－１１０１（代）（内線１１３・１１４・１１５）

市町村コード　０８２１６３
　　０２９９－３７－６６１１　　（岩間地域から）

〒３０９－１７９２

個人番号又は法人番号の記載について
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（マイナンバー法）」により、

※個人事業主の場合は、給与支払者の下記①と②を提示又は写しの提出をお願いします。
①個人番号確認書類（個人番号カード（裏面）、番号通知カード、個人番号が記載された住民票の写し等）
②身元確認書類（個人番号カード（表面）、運転免許証、パスポート、在留カード等）

個人番号又は法人番号の記載が次のとおり必要となりますので、記載漏れがないようご確認願います。
・給与支払報告書（総括表）…………①給与支払者の法人番号（個人事業主の場合は個人番号）
・給与支払報告書（個人別明細書）…①給与所得者本人、控除対象配偶者、控除対象扶養親族等の個
　　　　　　　　　　　　　　　　　　人番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　②給与支払者の法人番号（個人事業主の場合は個人番号）

提出の際、切り取って宛名としてお使いください。

〒３０９－１７９２
茨城県笠間市中央三丁目２番１号
笠間市役所　総務部　税務課

笠間市役所 総務部 税務課

○　総括表の報告人員の欄のうち、普通徴収の人数と切替理由書の合計人数が一致すること及び個人別

○　表面の切替理由が確認できるものであれば、任意様式による提出でも差し支えありません。
＜提出時の綴り方＞ ＜給与支払報告書個人別明細書　抜粋＞

総　括　表

個人別明細書

（特別徴収分）

普通徴収切替理由書（本書）

個人別明細書

乙欄適用又は退職年月日の記入があれば、符号の記入は不要です。
退職予定者は、退職予定日を摘要欄に記入してください。

（普通徴収分）

　　明細書の摘要欄に符号の記入があることを必ずご確認ください。
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５人目以降の控除対象 
扶養親族の個人番号
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本人が障害者 中 途 就 ・ 退 職

就職退職 年 月 日 元号 年 月 日

受 給 者 生 年 月 日

普Ｆ 令和６年３月３１日退職予定

特別徴収税額の決定通知書等の送付先について、新たに設定、変更等の希望がある場合は、該当する
番号に◯をつけ、下記へ記入をお願いします。

フ　リ　ガ　ナ

フ　リ　ガ　ナ

送  付  先  所  在  地

（１）　新規　　　（２）　変更　　　（３）　登録中止（送付先を　「５ 同上の所在地」に戻す場合）

〒

送 付 先 電 話 番 号

送付先名称又は氏名
及 び 担 当 部 署 名

＜留意点＞

令和６年度（５年分）給与支払報告書（総括表）
１月３１日までに提出してください。
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（退職者を除く）

（退職者）

報告人員の合計

所轄税務署名

及びその期日

納入書の送付

給与の支払方法

令和
令和笠間市長  宛
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